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研究成果の概要（和文）：世界の難民の半分以上が都市に住む中で、UNHCR の新たな政策枠組み

（2009 年）と現実の間には、まだ非常な乖離がある。難民は庇護国で、登録されず、各国から

法的な居住資格が与えられていない。同時に労働許可がなく、援助に依存するか、同胞の国際、

国内の連絡網を通じて、困難な自活の状態にある。多くの難民援助 NGO は、法的資格が認めら

れない人々に法的に曖昧な分野で、危険を冒しながら活動している。都市難民の改善の根幹は、

庇護国の政治的意思にある。 
 
研究成果の概要（英文）：Today, "more than half the refugees" UNHCR serves now live in urban 
areas. However, there still exists a major disconnect between newly UNHCR policy framework 
of 2009 and the reality on the ground. One crucial issue is the process of registering 
as a refugee. Refugees living in the city areas have not been registered by asylum 
countries and not given a legal status of residence: whether in countries which have not 
ratified or even signed the Refugee Convention, or in signatory countries which have 
formal procedures to cater for refugees. The lack of work rights concomitantly increases 
dependence on service providers and, also, increases the reliance on transnational 
networks in difficult situations. Many refugee service providers operate in a legal grey 
area helping disadvantaged populations. The problem of urban refugees is dependent upon 
the political will of asylum countries. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）都市難民の移動の形は、一層複雑にな
り、実際上多くの国々が解決を迫られている。

過去十数年、各国は彼らを、難民申請を却下
された人、不法移民、犯罪者として、国外に
追放してきた。しかし彼ら難民の流入は、治
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安への懸念を含め、もっと大きな社会的・政
治的影響を及ぼしている。 
 
（２）都市に難民をひきつける理由とは何
か？援助・保護の必要な彼らをどう見出すの
か？強制的に追放された人々はその後、どの
ような道を歩むのか？など、問題の性格上、
研究は包括的かつ中・長期的な視点が必要だ
が、何が難民の国際移動を推進する力となる
かについては、不明な点が多い（例えば、
Jacobsen, Karen(2006), "Refugees and 
asylum seekers in urban areas: A 
livelihood Perspective", Journal of 
Refugee Studies, Vol.19, No.3, Oxford 
University Press, pp.273-286)。 
 
（３）カギとなる問題は、政治的・社会的・
文化的・経済的・人工的・環境的変化が、移
動にどう影響するかの道筋の洞察が弱いこ
とにある。難民移動は、現在のところ、入国
管理や社会管理の問題として見られがちだ
が、そうではなく、移動は、「解決するべき
問題」というより、世界的な変化に起因する
本質的な部分である、という見方をとりたい。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、「都市に生活する難
民と難民申請者」の実態と動向を解明するこ
とである。世界的な都市化の中で、発展途上
国の難民・国内避難民は、同じ途上国（第一
次庇護国）の難民キャンプに滞在するよりも
益々、“南”と“北”の都市に潜入、生活す
る人々の数が増えている。一部は、同胞のネ
ットワークや不法の密入国斡旋業者の手引
きで、先進国（日本を含む）に流入を続けて
いる。彼らは“都市難民”と呼ばれる。 
 
（２）彼らは流入先で事実上、地域社会の一
員として生活し、個人毎に滞在国の様々な影
響（政治、経済・社会的な影響力）を受ける
具合は異なるものの、現下の市場主義経済の
影響をまともに受け、法的な立場も曖昧なこ
とから、就労もできず、教育、医療も受けら
れず、厳しい生活状況にある。彼らは隠れて
暮らし、援助側からの接触はむずかしい。一
方、彼らの側から保護と援助の利用は難しい。
彼らの正確な人数、動態、基本的ニーズや法
的保護の問題は、あまり判明しておらず、“都
市難民”問題は、各国共通の懸念事項となっ
ている。 
 
（３）日本でも、ミャンマー、トルコ、スリ
ランカなどの国々から、現在合わせて数万の
人々が秘密裏に暮らしていると推測される。 
 
（４）本研究は、これまでの問題と対応の経
緯、対策の立案状況、実施状況と諸問題、問

題の基本的枠組み、改革の動向、今後の展望
などについて調査分析を行う。調査の過程で、
現場で都市難民に関わる実務者、政策担当者、
研究者の経験を共有し、基礎となる叩き台を
作り上げた上でフィードバックし、さらに実
務者など関係者と大局的な見方を論議し、国
際的に問題解決への提案をすることである。
また、わが国で改善策を実施するために、基
礎的な関連資料の整理を試み、今後の研究に
資するようにする。 
 
３．研究の方法 
（１）対象となる課題の解明には、海外の学
術機関での資料収集とともに、広範なフィー
ルドワークが必要である。都市難民は複雑な
現象であり、多様な学問分野からの見方・方
法を必要とする。難民の生活状況をつかむた
めに、難民の自助組織に注目した。現代の世
界では、難民は、ホスト社会で、自らの文化
的・政治的・経済的・社会的な相互扶助組織
を作り上げている。これらの組織は、難民を
ホスト社会に包摂する中心的な役割を果た
している。 
 
（２）調査にあたり、研究代表者を中心に、
研究チームを課題別・地域別に組織した。研
究実施にあたっては、世界を５地域に分け、
その中で研究上重要な国を２ヵ国程度、選び
出した。調査地は、欧州（イギリス、ドイツ）、
アジア（インド、マレーシア、日本）、アフ
リカ・中東（ウガンダ、エジプト）、南北ア
メリカ（アメリカ、キューバ、ジャマイカ）、
豪州（オーストラリア）である。収集データ
は、報告会、学会発表、市民セミナー等で、
適宜発表された。 
 
（３）都市難民の問題は、複雑で、多岐にわ
たる。学際的で、比較の目を持った研究が欠
かせない。研究の第一段階では、上記の各国
で重要な難民組織を 10 選び出した。第二段
階で、選んだ難民組織の中から、規模、年数、
実績など、あらかじめ設定した基準に従い、
４つの組織を選びだした。そして第三段階で、
選び出した組織を重点的に調査した。実施に
あたっては、比較可能なデータを収集できる
よう、あらかじめフォームを用意した。それ
にプラスして、各研究者が独自に研究上必要
な項目を工夫し、改良を加えて実施した。次
いで、関係者の話・紹介で対象となる人々を
増やしていった。 
 
（４）調査は、質的、量的に両面から行うが、
研究は、対象となる人々の性格上、質的調査
が中心であり、重要項目となった。 
 
（５）個人への質問事項として、次の 6分野
を視野に入れた。①居住、②仕事、③保護、



 

 

④生活（教育・保健医療）、⑤勾留、⑥送還、
である。難民個人は、これら６つの事項をど
う理解し、生活を再建しているのかを調べた。
各研究者は、国を越えた、難民の生活の特徴
と共通質問項目を抑えたうえで、母国との関
連で、難民と難民組織の関わりを調べた。ま
た、難民が所属する民族を超えた意識と定
住・同化の繋がりを明らかにしようとした。
同時に、各研究者は学際的に自らの視点で、
調査を行った。 
 
（６）研究代表者とそのチームは、政府機関、
NGO、研究者・研究機関、国連難民高等弁務
官事務所（UNHCR) や他の国連機関（ユニセ
フ、UNDP、WFP など）と緊密に連絡をとり、
政策と人の移動管理の関係を把握すること
に努めた。 
 
４．研究成果 
（１）国際人道援助を受けず、紛争国の隣国
（多くは発展途上国）の都市に流入し、滞在
する難民・国内避難民の数が増大している。
国連の統計（2011 年）によれば、全難民の
50％以上が都市区域に住んでいる。従来の難
民援助のやり方である、難民キャンプを設営
して、受け入れ国の同意、認可のもとに、国
際援助機関やNGOがキャンプで援助活動を行
うという図式は、急速に崩れつつある。 
 
（２）UNHCR はそれまでの“難民は難民キャ
ンプで生活するべきだ”という考え方を修正
して、都市での居住も正当なもの、と立場を
変えつつある。難民キャンプでの援助に、高
い優先度を置く従来からのやり方は、もはや
正当化が難しくなってきている。 
 
（３）アジア、アフリカ、ラテンアメリカ諸
国の現場を訪れて話を聴くと、彼らの多くが、
滞在中の都市で、嫌がらせ、搾取、逮捕の恐
怖を絶えず持って生活している。難民は職の
機会がなく、貧しく、密集した、劣悪なイン
フラしかない“スラム”で生活している。受
け入れ国は、難民の労働市場への参入に制限
を加えている。受け入れ国は難民の労働権は
おろか、アパートを借りるための居住許可さ
え与えていない。受け入れ国での労働はまた、
言葉の違い、恣意的な付加金・謝礼と差別に
あう。彼らは自分の身を守るため、地方当局
や国際社会から“身を隠して”ひっそりと暮
らし、援助をほとんど受けていない。 
 
（４）難民は身分の登録をしないために、結
果として、庇護国の保護もなく、差別され、
住むところが不十分であり、雇用や社会サー
ビス（保健・医療、教育等）の利用ができな
い。彼ら難民への援助と支援のないことが、
難民の犯罪への関与、暴力の行使、売春とい

った負の対処戦略をとらせている。特に女性
の場合、都市での性的、物理的暴力は大きな
懸念である。 
 
（５）難民・国内避難民がいる国々、特にウ
ガンダ、ケニア等の東アフリカ諸国では、問
題の根底に、「市民権」の問題がある。市民
権に関し、多くのアフリカ諸国に、共通なこ
とが一つある。各国々は、民族集団、宗教集
団、弱者集団（女性、子供、老人、国内避難
民など）の違いで、市民権の入手・獲得に非
常に多くの制約を課している。他の地域でも
同様で、例えばタイでは、難民は移動を禁じ
られ、土地の利用も、職を見つけることも禁
じられている。 
 
（６）変貌する現実に対応するため、UNHCR
は、難民への保護と援助の場を難民キャンプ
に限定した 1997 年政策を改め、2009 年、都
市での難民居住を容認し、彼らの都市での保
護を改善するために、従来の法的保護のみの
活動から、職業、教育、保健医療など、各種
各分野での援助活動を都市で行うという新
政策を打ち出した。 
 
（７）各国政府、市民組織、UNHCR の努力に
より、都市区域に住む難民の保護は、世界的
に幾分、改善が見られる。しかし、現場を訪
れて実際に様子を子細に見ると、各々の計画
の中で、具体的に何をどう優先度をつけるの
か、については各国政府も国連も、まだ方針
が定まっておらず、現実にはうまく対応でき
ていない。歴史的に、UNHCR と NGO は、都市
という状況下で、難民のために職業機会を創
出するという考えが乏しかったことがある。
他方、受け入れ国政府の側でも、国内法の改
正は進まず、NGO の物資配布・サービスの在
り方も UNHCR の新政策に即応できていない。 
 
（８）1951 年国連難民条約や数多くの国際人
権条約が、難民への多くの権利、特に移動の
自由、雇用を求める権利を認めるが、多くの
場合、実施されていない。都市難民と都市へ
の国内避難民に対しては、庇護国政府は、大
半が応急的対応に力を注ぐ傾向があり、中・
長期的視点からの施策に乏しい。 
 
（９）都市で難民を保護するとは、国や地域
の公的サービスを彼ら難民が得られるよう
にすることであり、就労権、身の安全への権
利、適切な住居、移動の自由、任意の逮捕・
勾留からの自由などの基本的人権を守るこ
とである。しかし援助の基本となる、都市で
の難民の生活維持に必要な、時宜を得た「登
録」と「公的書類」の発行が中々できていな
い。その理由の一つは、政府、国連、市民組
織側の能力不足と資金不足にあるが、実行上



 

 

の政治意思の問題がある。改善への兆候が見
られる一方で、難民たちが基本的な権利を守
られるためには依然、手続き上で官僚的な複
雑さや遅れ、法律上の障害がある。 
 
（１０）都市で難民に経済機会を作りだすと
いうのは困難な課題だが、まず第一は、受け
入れ国の政策に、難民の持つ権利を認めるよ
う働きかけることである。その際重要なこと
は、今ある受け入れ国の職業開発・訓練機会
を見出し、それらを難民に活用できるように
することで、難民の経済基盤と起業・運営の
技術をつけることである。 
 
（１１）長期にわたるこの問題の解決には、
UNHCR のような人道機関だけでは限界があり、
国連組織内外の広範な政治、安全保障、開発
といった機関との密接な連絡と持続的な関
与が必要となっている。 
 
（１２）都市での難民の保護は、必ずしも難
民キャンプ中心の援助配布よりも高上りで
はない。今、最も効果的なのは、難民、市民
社会、政府が一体となって、年齢、性別など、
難民の多様性に配慮したコミュニティ・サー
ビスを実現することである。マイクロ・クレ
ジット計画も大事である。そのためには、コ
ミュニティ指導員が計画の中に、適切に位置
づけられる必要がある。 
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